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６ ８ 
市は、県並びに指定公共機関及

び指定地方公共機関が実施する

市域に係る国民保護措置等につ

いて、その内容に応じ、国・県

から入手した情報、武力攻撃災

害等の状況、その他必要な情報

の提供を行うほか、緊急時の連

絡及び応援の体制を確立するこ

と等により、国民保護措置等に

従事する者の安全の確保に十分

に配慮するものとする。 

 
市職員の安全確保にも配慮する必要

があるので、市も加えた方がよいの

ではないか。 
(県との第２回目事前相談指摘事項) 

８ 
市は、市及び県並びに指定公共機関

及び指定地方公共機関が実施する市

域に係る国民保護措置等について、

その内容に応じ、国・県から入手し

た情報、武力攻撃災害等の状況、そ

の他必要な情報の提供を行うほか、

緊急時の連絡及び応援の体制を確立

すること等により、国民保護措置等

に従事する者の安全の確保に十分に

配慮するものとする。 

 
指摘のとおり「市

及び」を追加で記

述しました。 

１６ 【機関ごとの事務又は業務の大
綱】の表 
表の記述順 「県」 → 「市」 

市の計画なので、県と市の順番を入

れ替えて、市の事務又は業務の大綱

を先に記載した方がいいのではない

か。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

【機関ごとの事務又は業務の大綱】

の表 
表の記述順 「市」 → 「県」 

指摘のとおり訂正

しました。 

２３ 【国民の権利利益の救済に係る
手続項目一覧】の表中 
「医療の実施の要請等によるも

の。(法第 85条第 1・2項)」 

法第 160条第 2項により、医療の実
施の要請等に関する損害補償は、都

道府県が行うこととされているた

め、損害補償の項目中、「医療の実施

の要請等によるもの。(法第 85 条第
1・2項)」を削除する。 

【国民の権利利益の救済に係る手続

項目一覧】の表中 
「医療の実施の要請等によるもの。

(法第 85条第 1・2項)」を削除 

指摘のとおり削除

しました。 
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(県との第１回目事前相談指摘事項)  
２６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
７２ 

３（１） 
通信手段としては、携帯電話、

衛星電話、本市の所有する無線

通信網（防災行政無線、地域防

災無線、消防無線）、インターネ

ット、加入電話及び臨時電話、

本市の保有する以外の無線局等

（アマチュア無線、非常通信連

絡会の無線局）を活用するもの

とする。 
２（１） 
市は、携帯電話、衛星電話、本

市の所有する無線通信網（防災

行政無線、地域防災無線、消防

無線）、インターネット、加入電

話及び臨時電話を活用し、（以下

省略） 

 
消防庁における安否情報システムの

構築は、市町村とのネットワークに

ついてはＬＧＷＡＮを利用すること

となっている。（事務局） 

３（１） 
通信手段としては、携帯電話、衛星

電話、本市の所有する無線通信網（防

災行政無線、地域防災無線、消防無

線）、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総

合行政ネットワーク）、加入電話及び

臨時電話、本市の保有する以外の無

線局等（アマチュア無線、非常通信

連絡会の無線局）を活用するものと

する。 
２（１） 
市は、携帯電話、衛星電話、本市の

所有する無線通信網（防災行政無線、

地域防災無線、消防無線）、インター

ネット、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネッ

トワーク）、加入電話及び臨時電話を

活用し、（以下省略） 

 
追加で記述しまし

た。 

４２ 第４ 医療救護体制の整備 
  四角囲み内 
医療の提供など救援は、県にお

いて実施することになっている

 
 
市は、県を補助するだけでなく、県

からの委任により救援を行うことと

第４ 医療救護体制の整備 
   四角囲み内 
医療の提供など救援は、県において

実施することになっているが、市は、

 
 
指摘のとおり訂正

しました。 
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が、市は救援を補助し、消防に

おいては武力攻撃災害を防除

し、及び軽減することとなって

いることから、(以下省略) 

なるため、｢市は、県から事務の委任

を受け、又は県を補助して救援を実

施し、…｣に修正してはいかがか。 
(県との第２回目事前相談指摘事項) 

県からの事務の委任を受け、又は県

を補助して救援を実施し、消防にお

いては武力攻撃災害を防除し、及び

軽減することとなっていることか

ら、(以下省略) 
４３ 【武力攻撃災害時における医療
救護体制の流れ】の図中、 
「重傷者」の記述 

県計画では｢症｣の文字を使用してい

るため、「重症者」へ修正すること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

【武力攻撃災害時における医療救護

体制の流れ】の図中 
「重傷者」→「重症者」 

指摘のとおり訂正

しました。 

４８ １（２） 
（前段省略）連絡室を設置した

旨について、県に連絡を行う。 
 
 
【情報連絡室の組織構成図】の

図中、「連絡室の設置報告」の記

述 

 
４６ページで「以下｢情報連絡室｣と

いう」、としているため、｢連絡室｣

を｢情報連絡室｣に修正する。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

１（２） 
（前段省略）情報連絡室を設置した

旨について、県に連絡を行う。 
 
 
【情報連絡室の組織構成図】の図中、 
「連絡室の設置報告」→ 
「情報連絡室の設置報告」 

 
指摘のとおり訂正

しました。 

５０ 【警戒本部設置までの流れ】 
図中 
「警戒連絡室」 
と記述されている箇所 

「警戒連絡室」を「警戒本部」へ修

正する。 
(県との第２回目事前相談指摘事項) 

【警戒本部設置までの流れ】 
図中 
 「警戒連絡室」→「警戒本部」 

指摘のとおり訂正

しました。 

５１ 【警戒連絡室の組織構成図】 
図中 

警戒連絡室の組織構成図において、

はじめて警戒本部員会議が出てくる

【警戒連絡室の組織構成図】 
図中 

「警戒連絡室」は、

市長がトップとな
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「警戒連絡室」、の記述 が、連絡室と本部員会議の関係が不

明。連絡室のトップは、室長（市長）

なのか本部長なのかも不明。連絡室

のトップが本部長であるならば、設

置するのは、警戒連絡室ではなく警

戒本部でもよいのではないか。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

「警戒連絡室」→「警戒本部」 ること及び全庁体

制を取ることか

ら、指摘のとおり

「警戒本部」へ訂

正しました。 

５８ （６）① 
（前段省略）市に対し、市国民

保護対策本部を設置すべき指定

の通知があった場合について

は、（以下省略） 
 
（６）② 
（前段省略）国民保護対策本部

を設置すべき国の指定の通知が

あった場合には、（以下省略） 

 
国から通知されるのは、市国民保護

対策本部を設置すべき市の指定であ

るので、｢国の指定の通知｣が｢国から

の指定通知｣の意味であるならば、ま

ぎらわしくないよう「設置すべき市

の指定の通知」や「国からの指定通

知」などに表現を工夫すること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

（６）① 
（前段省略）市に対し、市国民保護

対策本部を設置すべき市の指定の通

知があった場合については、（以下省

略） 
 
（６）② 
（前段省略）国民保護対策本部を設

置すべき国からの指定の通知があっ

た場合には、（以下省略） 

 
指摘のとおり訂正

しました。 

７０ 【現地調整所の組織編成例】の
図中 
「消防機関」の記述なし 
「千葉海上保安」の記述 

69 ページに（6）の本文に「消防機
関」が記述されていることから、現

地調整所の図に｢消防機関｣を加え、

｢千葉海上保安｣を｢千葉海上保安部｣

に修正すること。 

【現地調整所の組織編成例】の図中 
 
「消防機関」を図に追加 
「千葉海上保安」→ 
「千葉海上保安部」に修正 

指摘のとおり訂正

しました。 
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(県との第１回目事前相談指摘事項)  
７４ 

 
 
 

１２３ 

３（１） 
本文中「防衛庁長官」の記述 
 
 
（２）緊急対処事態認定前後の

関係機関の基本的な連携モデル 
図中  「防衛庁」の記述 

 
防衛庁設置法等の一部を改正する法

律が平成１９年１月９日から施行さ

れることに伴い、国民保護法・事態

対処法が一部改正されるため「防衛

庁長官」を「防衛大臣」、「防衛庁」

を「防衛省」に修正。（事務局） 

３（１） 
本文中 
「防衛庁長官」→「防衛大臣」 
 
（２）緊急対処事態認定前後の関係

機関の基本的な連携モデル 
図中 「防衛庁」→「防衛省」 

 
防衛庁設置法等の

一部を改正する法

律の施行に伴い、

訂正しました。 

７６ 
 
 
 
 
 
 
 
他 

７（２） 
市は、市社会福祉協議会が設置

したボランティアセンターや避

難所等に臨時に設置されるボラ

ンティアセンターにおける登

録・派遣調整や受入体制の確保

について協力をするものとす

る。 
他「避難所」と記述のある箇所 

 
避難所は避難施設の誤記。（事務局） 

７（２） 
市は、市社会福祉協議会が設置した

ボランティアセンターや避難施設等

に臨時に設置されるボランティアセ

ンターにおける登録・派遣調整や受

入体制の確保について協力をするも

のとする。 
 
他、「避難所」→「避難施設」 

 
誤記を訂正しまし

た。 

７７ 第４ 警報及び避難の指示等 避難の指示は国・県の所管事項であ
るため、記述内容に沿った見出しに

修正。（事務局） 

第４ 警報及び避難の伝達等 記述内容に沿った

見出しに訂正しま

した。 
９２ 【安否情報の収集、整理及び提
供の流れ】の図中 

県計画やモデル計画には記述されて

いる「避難施設・関係機関等」や「県

【安否情報の収集、整理及び提供の

流れ】の図中 
誤記を訂正しまし

た。 
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「避難施設・関係機関」、「県・

警察本部等」と「県」、「市」へ

の情報収集クロス矢印 なし 
県から市への情報提供の矢印 

警察本部等」から「県」・「市」への

情報収集クロス矢印をなくした理由

は何か。また県から市への情報提供

の矢印があるが、提供とはなにか。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

「避難施設・関係機関等」、「県警察

本部等」から「県」、「市」への情報

収集クロス矢印を追加 
県から市への情報提供の矢印を削除 

９９ ③退避の指示に伴う措置等 
ア 知事への通知等 
（以下省略） 

 
ウ 警察官等による避難の指示 
 知事、警察官、海上保安官な

どは、市長による退避の指示を

待ついとまがないと認めるとき

などにおいて、必要と認める地

域の住民に対して、退避の指示

を行うことができる。 
 

市以外の主体が講ずる措置について

の記述であるが、市の計画で初めて

規定したことのように読まれるおそ

れがあるため、 
｢知事、警察官、海上保安官などは、

…退避の指示を行うことができる。｣

を｢知事、警察官、海上保安官などは、

…退避の指示を行うことができるこ

ととされている。｣としてはどうか。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

③退避の指示に伴う措置等 
ア 退避の伝達等 
（以下省略） 

 
ウ 知事による退避の指示 
 知事は､武力攻撃災害が発生し、又

は発生するおそれがある場合におい

て、緊急の必要があると認めるとき

は、必要と認める地域の住民に対し､

退避の指示をすることができること

とされている。 
エ 警察官等による退避の指示 
 警察官、海上保安官などは、市長

による退避の指示を待ついとまがな

いと認めるときなどにおいて、必要

と認める地域の住民に対して、退避

の指示を行うことができることとさ

「ア」の見出しに

ついては、計画の

記述内容が伝達等

であることから訂

正しました。 
退避の指示につ

いては「市長」以

外に「知事」、「警

察官等」、「自衛官」

が実施できること

と法１１２条で規

定されていること

から、追加で記述

訂正しました。 
また、実施主体

が「市」以外とな

る退避の指示につ
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れている。   
オ 自衛官による退避の指示 
 出動等を命ぜられた自衛隊の部隊

等の自衛官は、武力攻撃災害が発生

し、又は発生するおそれがある場合

において、必要と認める地域の住民

に対し、市長、その他市長の職権を

行うことができる者が退避の指示を

することができないと認める場合に

限り、退避の指示ができることとさ

れている。 

いては、県の指摘

のとおり記述を

「されている」に

訂正しました。 
 

１００ （２） 
①警戒区域の設定等 

①の見出し「警戒区域の設定等」の

｢等｣には何が含まれるのか。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

（２） 
①警戒区域の設定 

①の記述内容は、

「設定」のみであ

ることから「等」

を削除しました。 
１００ ②警戒区域の設定に伴う措置等 
エ 警察官等による警戒区域の

設定等 
 警察官、海上保安官などは、

市長による警戒区域の設定を待

ついとまがないと認めるとき、

又はこれらの者から要請があっ

市以外の主体が講ずる措置について

の記述であるが、市の計画で初めて

規定したことのように読まれるおそ

れがあるため、｢警察官、海上保安官

などは、…警戒区域の設定を行うこ

とができる。｣を｢知事、警察官、海

上保安官などは、…警戒区域の設定

②警戒区域の設定に伴う措置等 
エ 知事による警戒区域の設定 
 知事は､武力攻撃災害が発生し、又

は発生するおそれがある場合におい

て、緊急の必要があると認めるとき

は、警戒区域を設定できることとさ

れている。 

警戒区域の設定に

ついては「市長」

以外に「知事」、「警

察官等」、「自衛官」

が実施できること

と法１１４条で規

定されていること
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たときは、警戒区域の設定を行

うことができる。 
を行うことができることとされてい

る。｣に修正してはいかがか。 
また、｢又はこれらの者から要請があ

ったときは、｣の「これらの者」とは

市長と知事を指していると思います

が、原文では知事の位置づけがはっ

きりしないので、検討願います。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

オ 警察官等による警戒区域の設定 
 警察官または海上保安官は、市長

若しくは知事による警戒区域の設定

の措置を待ついとまがないと認める

とき、又はこれらの者から要請があ

ったとき、警戒区域の設定をできる

こととされている。 
カ 自衛官による警戒区域の設定 
 出動等を命ぜられた自衛隊の部隊

等の自衛官は、武力攻撃災害が発生

し、又は発生するおそれがある場合

において、必要と認める地域の住民

に対し、市長、その他市長の職権を

行うことができる者が警戒区域の設

定をすることができないと認める場

合に限り、警戒区域の設定ができる

こととされている。 

から、追加で記述

訂正しました。ま

た、実施主体が

「市」以外となる

警戒区域の設定に

ついては、県の指

摘のとおり記述を

「されている」に

訂正しました。 

１０３ ② 警察署、消防機関等による
支援 
警察署、消防機関等は、生活関

連等施設の管理者から支援の求

めがあったときは、指導、助言、

市の計画であるので、市の組織であ

る消防機関についての記載で足りる

と思われます。消防機関への生活関

連等施設の管理者からの支援の求め

については法第 102条第 4項に規定

② 消防機関による支援 
 
消防機関は、生活関連等施設の管理

者から支援の求めがあったときは、

指導、助言、連絡体制の強化、資機

見出し及び本文に

記述されている

「警察署、消防機

関等」を「消防機

関」に訂正しまし
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連絡体制の強化、資機材の提供、

職員の派遣など、可能な限り必

要な支援を行う。また、自ら必

要があると認めるときも、同様

とする。 

があり、消防の事務分掌以外という

ことであれば、事務分掌の見直しに

ついての検討が必要ではないでしょ

うか。なお、警察署を残すのであれ

ば、貴市以外の主体が講ずる措置で

あることから、文末を「…支援を行

うこととされている。」のように修正

してください。 
(県との第２回目事前相談指摘事項) 

材の提供、職員の派遣など、可能な

限り必要な支援を行う。また、自ら

必要があると認めるときも、同様と

する。 

た。 

１０４ （２）①【対象】イ 
毒物及び劇物取締法第２条第１

項の毒物及び同上第２項の劇物

（以下省略） 

 
誤記を修正すること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

（２）①【対象】イ 
毒物及び劇物取締法第２条第１項の

毒物及び同条第２項の劇物（以下省

略） 

 
誤記を訂正しまし

た。 

１１１ 第１０ 国民生活の安定に関す
る措置 四角囲み内 
市は、武力攻撃事態等において、

水の安定的な供給等を実施する

ことから、国民生活の安定に関

する措置について、以下のとお

り定める。 

 
 
水の安定的な供給は県水道局が実施

し、市はその情報を共有することと

なっている。（事務局） 

第１０ 国民生活の安定に関する措

置 四角囲み内 
市は、武力攻撃事態等における、国

民生活の安定に関する措置につい

て、以下のとおり定める。 

 
 
計画内容に沿った

記述に訂正しまし

た。 

１２２ 
他 
【緊急対処事態認定可能性事案

発生時の主な関係機関の役割】

県計画と整合性を図るため、記述内

容を同じようにすること。 
【緊急対処事態認定可能性事案発生

時の主な関係機関の役割】表中 
県計画と記述を統

一し、訂正しまし
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の表中 
県の役割の記述 
「情報収集、情報提供など」 
 
【放射性物質テロ等発生時の主

な関係機関の役割】表中 
自衛隊の役割の記述 
「なし」 

(県との第１回目事前相談指摘事項)   
県の役割の記述 
「情報収集、情報提供、健康相談な

ど」 
【放射性物質テロ等発生時の主な関

係機関の役割】表中 
自衛隊の役割の記述 
「捜索及び救出など」 

た。 

１２３ （２）緊急対処事態認定前後の
関係機関連携モデル 

計画に標記されている図は、基本的

なモデルとなっている。（事務局） 
（２）緊急対処事態認定前後の関係

機関の基本的な連携モデル 
見出しに「基本的

な」を追加で記述

しました。 
１２４ ２ 使用物質別の相互連携モデ
ルと主な役割 
 
 
大規模テロなど緊急対処事態認

定可能性事案において使用され

る物質は様々であり、その物質

の性質類型ごとの現地対処関係

機関の主な役割は以下のとおり

想定されており、連携モデル及

び発生時の連絡系統図は以下の

計画に記述しているのは関係機関の

主な役割であり、相互連携モデルに

ついては記述されていない。 
（事務局） 

連携モデル及び発生時の連絡系統図

については、記述されていない。 
（事務局） 

２ 使用物質別の主な関係機関の役

割 
 
 
大規模テロなど緊急対処事態認定可

能性事案において使用される物質は

様々であり、その物質の性質類型ご

との現地対処関係機関の主な役割は

以下のとおり想定されている。 

計画の記述内容に

沿った見出しに訂

正しました。 
 
計画内容に沿った

本文に訂正しまし

た。 
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とおり想定される。 
１２７ 第１章 四角囲み内 
市は、その管理する施設及び設

備について、武力攻撃事態等に

よる被害が発生したときには、

（以下省略） 

「武力攻撃事態等」の「等」には、

緊急対処事態が含まれていないた

め、「…武力攻撃事態等による被害が

発生したときは、…」を「…武力攻

撃事態等及び緊急対処事態による被

害が発生したときは、…」に修正す

ること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

第１章 四角囲み内 
市は、その管理する施設及び設備に

ついて、武力攻撃災害等が発生した

ときには、（以下省略） 

「武力攻撃事態等

による被害」を「武

力攻撃災害等」に

訂正しました。 
また、「武力攻撃災

害等」は５頁に前

述されていること

から、当頁で『武

力攻撃事態等及び

緊急対処事態にお

ける災害（以下、

「武力攻撃災害

等」という。）』と

定義しました。 
１２８ 第２章 四角囲み内 
市は、その管理する施設及び設

備について、武力攻撃災害等に

よる被害が発生したときは、一

時的な修繕や補修など応急の復

旧のための必要な措置を講じる

こととし、応急の復旧に関して

「応急の復旧」に関する記載となっ

ているので修正すること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

第２章 四角囲み内 
市は、その管理する施設及び設備に

ついて、武力攻撃災害等による被害

が発生したときは、武力攻撃災害等

の復旧を行うこととし、のための必

要な措置を講じることとし、武力攻

撃災害等の復旧に関して必要な事項

復旧についての記

述に訂正しまし

た。 
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必要な事項について、以下のと

おり定める。 
について、以下のとおり定める。 

１２９ １（１） 
（前段省略）施行令第４７条が

定めるところにより、国に対し

負担金の請求を行う。 

施行令第 47 条が定めるのは費用の
範囲のみで、その他請求の方法等に

ついても別途国が定めることとなる

ため、「…別途国が定めるところによ

り、国に対し負担金の請求を行う。」

に修正すること。 
(県との第１回目事前相談指摘事項)  

１（１） 
（前段省略）別途国が定めるところ

により、国に対し負担金の請求を行

う。 

指摘のとおり訂正

しました。 

 


